












Changes and Issues in Social Work Practicum of Social 






is  the need for a program to develop the     ability of  the undergraduate student  to recognize social 
problems through their individual experience in field work. 













































年 8 月）を発足させ、さらに社会事業学校を四年制大学に移行させるようとした 5) が、四年制
の日本社会事業大学にたどり着いたのは 1958 年であった。
　カリキュラムもGHQ主導で「大学に於ける社会事業学部設立基準設定に関する委員会」（1947








































































　４年次：異なる 2 ヶ所の実習先に 1 ヶ所最低 12 日間、延べ 4 週間、実習指導は週 2 時
間原則個人面接による指導
実習Ⅲ（社会調査「社会調査、統計の講義を前提として実態調査を実施する」）

























　これら答申を評価する立場 18) と批判する立場 19) があり、後者では実習の比重の大きさが、
現場重視、職能訓練に偏重で理論学習の軽視等大学としての専門教育を歪めるという危惧が
出された。こうした議論の影響か、1953 年の「社会福祉教育に関する基準及びその実施方法」

































































































































































































































必要性 52)、学校連盟と社養協の連名の『社会福祉士国家試験に関する提言』（2005 年 12 月）、
































３年次　通年　実習指導（60）　配属実習（8月～ 10 月） に 180 時間
　　　　通年　相談援助演習Ⅱ（60） 
　　　　通年　相談援助演習Ⅱ（60）　  ※編入生の場合は 1学年上になる　（　）は時間数
　実習指導の体制については、新カリキュラムの実施に先立つ 2006-2007 年度に、1980 年以
来の抜本的改革を 3年次について行った。ソーシャルワークの専門性、実習教育の少人数体制

















































































































社会福祉学研究』77・78 号 221-223 頁の資料。「社会福祉教育問題検討委員会答申「社会




21）仲村優一（1978）松本武子編著『日本のケースワーク』家政教育社 1978 年 119 ～ 120 頁
で、社会問題的視点・制度と実践の関係を示している。また、一番ヶ瀬康子（1999）「戦
後社会福祉研究の総括と 21 世紀への展望」『講座　戦後社会福祉の総括と 21 世紀への展




23）10）の ｢ 日本社会事業大学が委託を受けモデル的試行・先導的試行を行う意義 ｣590-593
頁
24）10）の日本社会事業大学教授会（1978 年 9 月 14 日）「日本社会事業大学における学部教
育課程改革の基本方針」537 頁
25）17）の平田富太郎 ｢わが国社会福祉と社会福祉教育の将来 ｣9 頁
26）10）の 271-274
27）松井奈美・髙橋流里子・黒川京子（2010）「実習教育における実習指導の現状と課題～実





































45）1992 年 6 月 25 日の学内研究会の際のM実習講師の資料
46）カリキュラム問題検討委員会報告「カリキュラム改革に向けた基本構想」1996 年 11 月 14
日教授会資料
47）29）の 251-257 頁




校連盟通信』第 43 号、1999 年 3 月 15 日号
52）石井哲夫「実習教育充実への視点と方向―実習教育特別委員会報告に代えてー」『学校連










紀要』第 57 集日本社会事業大学社会事業研究所、149-150 頁を参照。巡回指導等の教員
間格差については、髙橋流里子・松井奈美（2012）「現場実習中の実習指導の実態と社会
福祉実習教育の課題「『週 1回以上の定期的巡回』指導の規定の下で」『日本社会事業大学
実習教育研究・研修センター年報』第 2号 1-27 頁
56）厚生労働省社会援護局通知（平成 20 年 3 月 20 日「社会福祉士養成施設の設置及び運営に
関する指針」厚生労働省社援発 0328002 号「１の実習施設で 120 時間以上の…」規定
57）黒木保博　「巻頭言法改正に対する今後の期待と課題」日本社会福祉教育学校連盟『学校












祉研究』第 84 号、鉄道弘済会 87 － 88 頁）
